






























































 
ホリスティック企業レポート（一般社団法人 証券リサーチセンター 発行） 
 

 
 
本レポートに掲載された内容は作成日における情報に基づくものであり、予告なしに変更される場合があります。本レポートに掲載された情報の正確性・信頼性・完全性・妥

当性・適合性について、いかなる表明・保証をするものではなく、一切の責任又は義務を負わないものとします。 
一般社団法人 証券リサーチセンターは、本レポートの配信に関して閲覧し投資家が本レポートを利用したこと又は本レポートに依拠したことによる直接・間接の損失や逸失

利益及び損害を含むいかなる結果についても責任を負いません。最終投資判断は投資家個人においてなされなければならず、投資に対する一切の責任は閲覧した投資家にあり

ます。また、本件に関する知的所有権は一般社団法人 証券リサーチセンターに帰属し、許可なく複製、転写、引用等を行うことを禁じます。 

ベーシック・レポート                                        32/33 

ギフト（9279 東証マザーズ）                                                   発行日：2020/8/14 

 
 

  

【 図表 17 】証券リサーチセンターの業績予想（貸借対照表／キャッシュ･フロー計算書）  （単位：百万円） 

（注）CE：会社予想 E：証券リサーチセンター予想 

（出所）ギフト有価証券届出書、有価証券報告書、決算説明会資料より証券リサーチセンター作成 

17/10期連 18/10期連 19/10期連 20/10期連CE
20年6月修正

20/10期連CE
期初

20/10期連E 21/10期連E 22/10期連E

貸借対照表
　現金及び預金 804 1,739 1,875 － － 331 -245 -626
　売掛金 192 183 221 － － 270 336 405
　商品及び製品　原材料及び貯蔵品 25 42 102 － － 129 174 219
　その他 107 75 104 － － 147 147 147
流動資産 1,130 2,040 2,304 － － 879 413 145
　有形固定資産 696 1,411 2,132 － － 3,093 3,848 4,626
　無形固定資産 39 33 192 － － 176 156 135
　投資その他の資産 523 746 1,152 － － 1,448 1,638 1,835
固定資産 1,259 2,191 3,476 － － 4,719 5,642 6,597
資産合計 2,389 4,232 5,781 － － 5,598 6,056 6,743
　買掛金 167 201 297 － － 357 444 535
　短期借入金 300 156 470 － － 656 656 656
　1年内返済予定の長期借入金 224 236 347 － － 205 119 6
　未払法人税等 104 229 282 － － 108 297 422
　その他 388 375 722 － － 748 748 748
流動負債 1,184 1,199 2,122 － － 2,075 2,265 2,368
　長期借入金 344 223 332 － － 127 7 1
　その他 81 125 184 － － 221 221 221
固定負債 425 348 517 － － 348 229 223
純資産合計 779 2,684 3,141 － － 3,174 3,561 4,151
(自己資本) 779 2,684 3,141 － － 3,174 3,561 4,151
(新株予約権) － － － － － 0 0 0

キャッシュ･フロー計算書
　税金等調整前当期純利益 431 724 880 － － 313 860 1,220
　減価償却費 108 134 201 － － 199 210 220
　売上債権の増減額（－は増加） -10 6 -22 － － -49 -65 -69
　たな卸資産の増減額（－は増加） -5 -17 -42 － － -27 -45 -44
　買掛金の増減額（－は減少） 3 33 59 － － 59 86 91
　法人税等の支払額･還付額 -205 -173 -349 － － -310 -185 -406
　その他 252 90 347 － － -17 0 0
営業活動によるキャッシュ･フロー 575 798 1,074 － － 187 882 1,032
　有形固定資産の取得による支出 -383 -864 -844 － － -1,160 -964 -998
　有形固定資産の売却による収入 35 － 44 － － 0 0 0
　無形固定資産の取得による支出 － － － － － 0 0 0
　敷金の差入による支出 -11 -162 -167 － － -184 -189 -196
　その他 -117 -30 -286 － － -117 0 0
投資活動によるキャッシュ･フロー -476 -1,057 -1,253 － － -1,462 -1,154 -1,195
　短期借入金の増減額（－は減少） -45 -143 299 － － 185 0 0
　長期借入金の増減額（－は減少） -155 -109 84 － － -347 -205 -119
　株式の発行による収入 30 1,456 － － － 0 0 0
　新株予約権の行使による収入 － － 25 － － 2 0 0
　配当金の支払額 － － -87 － － -147 -99 -99
　その他 -3 -2 -1 － － 36 0 0
財務活動によるキャッシュ･フロー -173 1,201 320 － － -269 -304 -218
現金及び現金同等物に係る換算価額 10 2 -5 － － 0 0 0
現金及び現金同等物の増減額（－は減少） -65 945 136 － － -1,544 -576 -381
現金及び現金同等物の期首残高 870 804 1,739 － － 1,875 331 -245
現金及び現金同等物の期末残高 804 1,739 1,875 － － 331 -245 -626
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◆ 食中毒や異物混入等のリスク 
飲食店を運営する企業に共通して言えることだが、どうしても食中毒

や異物混入のリスクはつきまとう。こうした事案が発生した場合、同

社の評判が毀損する可能性がある。 
 
◆ 自然災害等のリスク及び生産拠点の集中に伴うリスク 
国内全国へ店舗を有しているため、店舗の営業や物流に関して、どう

しても自然災害のリスクを伴う。 
 
また、材料を製造する自社工場が神奈川県の平塚市と横浜市、栃木県

那須市にある。これらの近辺で大きな災害が発生すると、生産及び物

流が混乱し、業績に影響が及ぶ可能性がある。 
 
◆ 減損損失が発生する可能性 
同社はキャッシュ・フローの認識を個別店舗ごとに行っている。直営

店が十分なキャッシュ･フローを生み出さなくなり、固定資産への投

資の回収が難しくなったと判断された時には、減損処理を行う可能性

が生まれる。店舗の業績が悪化した場合は、売上高や営業利益だけで

なく、減損損失の計上を通じて当期純利益に影響を及ぼす可能性があ

る。 
 
◆ 商号誤認によって生じるリスク 
「横浜家系ラーメン」は一般用語であり商標登録ができない。同社の

直営店には、同社が商標登録している「横浜家系ラーメン町田商店」

を用いている店舗がある。そのため、類似商号を使用している同社と

無関係の店舗で何かトラブルが生じた場合、商号の誤認により、同社

の店舗の業績が悪化する可能性がある。 
 
◆ 新型コロナウイルス禍の影響 
20/10 期上期までに既に新型コロナウイルス感染症拡大による業績へ

の影響が発生し、20/10 期会社計画は 6 月に下方修正された。修正後

の計画の前提は、（1）6 月に営業時間短縮要請がほぼ解除され、通常

営業が実施される、（2）7 月に自粛要請事項が減る、（3）8 月以降は

期初計画での想定と同水準の売上水準に回復するというものである。

しかし、7 月に陽性者が再度増加し始め、春の感染拡大期よりも陽性

者は多くなり、第 2 波の到来とも言われている。このことから、新型

コロナウイルス禍が同社の事業や業績にどのように影響を与えるか

不透明な部分が残ることには留意しておきたい。 
 

 

＞ 投資に際しての留意点 
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